
東京臨海熱供給株式会社 

 

第１ 監査対象の概要 

 １ 事 業 の 内 容 

 （１）事 業 の 概 要 

     東京臨海熱供給株式会社（以下「会社」という。）は、「臨海副都心開発事業化計画」に基づ

き、地域環境の保全と熱源の効率的な活用等による省エネと快適な都市環境づくりを推進する

ため、臨海副都心地域において、地域冷暖房システムの整備及び運営などの事業を営むことを

目的として、平成２年８月に設立され、平成７年１０月から事業を開始している。 

会社は、臨海副都心計画区域のうち、台場、有明南及び青海南地区（３０５ヘクタール）を

供給区域とし、同地区に進出する事務所、店舗、展示場、ホテルその他の施設を対象として、   

電力、都市ガス及び清掃工場の排熱蒸気を利用した温熱、及び冷熱による熱供給事業を行って

いる。 

 

 （２）都 と の 関 係 

     都は、会社の資本金１０４億円のうち５３億４００万円（５１．０％）を出資しているほか、

「臨海副都心開発事業に係る熱供給施設の整備に係る開発者負担金等に関する協定書」（平成

５年３月３１日締結）に基づき、開発者負担金として地域導管の敷設に要する費用等を平成  

１５年度に３１９万余円、平成１６年度に４，１４４万余円それぞれ交付している（平成１６

年度末現在の累計額４７１億余円）。 

 ２ 組    織 

会社は、本社を江東区有明三丁目１番に置き、役員９名（代表取締役社長１名、常務取締役   

１名、取締役４名、監査役３名（うち非常勤役員６人））及び社員２１名（うち都からの派遣    

６名）で、２部５課３管理事務所をもって構成されている。 

 

第２ 監査の範囲及び実地監査期間 

 １ 監 査 の 範 囲 

   平成１５年度（第１４期）及び平成１６年度（第１５期）の事業について実施した。 

  ２ 実地監査期間                                               

 （１）港  湾  局      平成１７年９月５日及び同月１４日 

 （２）会      社      平成１７年９月７日から同月１３日まで 
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第３ 監 査 の 結 果 

 １  経営に関する事項 

   熱供給対象施設は、平成１６年度末現在３４施設であり、前年度より３施設増加している。 

   事業実績については、温熱で前年度より０．１％増の２９万１千ギガジュール、冷熱で前年度

より１１．９％増の７２万７千ギガジュールをそれぞれ供給している。また、販売金額は、６０

億８７５万余円であり、前年度より６，６９０万余円（１．１％）減少している。 

経営成績は、経常利益５億５，９８３万余円であり、法人税等を控除した当期純利益は３億  

４，２９２万余円である。この結果、前期繰越利益１８億７７３万余円に当期純利益を加えた  

当期未処分利益は２１億５，０６６万余円となっている。 

   平成１６年度末における財政状態は、資産合計２６１億１，８１０万余円、負債合計１３５億  

６，７４３万余円、資本合計１２５億５，０６６万余円となっている。 

   会社の経営及び財務の状況を「経営比率」、「財務比率」等により分析した結果、経営比率では

営業収益営業利益率が年々低下しているが、これは、平成１３年４月及び平成１５年１０月に料

金の値下げを実施したことによるものである。また、会社の財務体質を自己資本比率で見ると、

平成１２年度以降、毎年度４ポイント近い比率で改善している。 

   次に、経営環境について見ると、会社の経営成績は順調に推移している。しかし、会社は、熱

供給事業法（昭和４７年法律第８８号）に基づく事業許可を受けて臨海副都心地区の地域冷暖房

の熱供給事業を実施していることから、進出事業者の動向や同地区の今後の開発の進展状況によ

っては、会社の経営状況に影響を与えることとなる。 

事業運営においては、会社の熱販売量は、冷夏などの気候変動の影響を受けやすいものとなっ

ている。また、進出事業者のビルの入居状況も売上に影響を与えるなど、経営が不安定となる要

因が多い。このような状況の中で、会社は、安定した経営を維持していくため、事業費をより一

層削減していくことが重要な課題となっている。 

財務事務に関する内部統制について見ると、起票、納品検査等を契約担当者自ら行っているこ

とから、チェック体制の整備を図る必要がある。また、手許現金で購入する物品等については、

購入の意思決定手続きがないものが見受けられたことから、所定の責任者の承認を得るよう処理

規程の整備を図る必要があるなどの事実が認められた。 

 

以上、経営状況について述べてきたとおり、会社の経営は、臨海副都心地区における今後の開

発の進展状況に影響を受けることとなるが、当年度も当期純利益を計上しており、会社の事業は

出資目的に沿って適切に運営されていると認められる。 
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第４ 経営状況の概要 

 １  経営状況について 

  （１）事 業 実 績 

会社は、台場、有明南及び青海南の３地区に熱製造プラントを建設し、表１のとおり、熱供

給事業を実施している。 

     熱供給施設は、前年度より３施設増加（各地区１施設の増加）し、平成１６年度末現在３４

の施設に対し熱供給を実施している。 

事業実績は、表２のとおり、温熱は前年度より０．１％増の２９万１千ギガジュール、冷熱

は前年度より１１．９％増の７２万７千ギガジュールをそれぞれ供給し、温熱・冷熱合計では、

前年度を８．３％上回る１０１万８千ギガジュールを供給している。これは、施設数の増加と

猛暑により冷熱の供給が増加したことによるものである。 

    また、販売金額は、６０億８７５万余円であり、前年度より６，６９０万余円（１．１％）

減少している。これは、供給熱量が増加したものの、平成１５年１０月に料金の値下げ（７．

５６％）を行ったことによるものである。 

 

（表１）熱供給事業の状況                         （平成１7．３．３１現在） 

対 象 施 設 供 給 能 力 等 

地区名 

地 区 

面 積 

(ha) 

供給開始 

年 月 
熱 供 給 方 式

供給施設区分 供給施設数 
供 給 能 力 

建設費(億円) 

台 場 ７７ 
平 成 

７.１１ 

有明クリーンセン

ターから発生する

排熱蒸気及び電力

・都市ガス使用 

商業業務 

施 設 等 
１１施設 

温熱１９３ＧＪ／ｈ

冷熱２９６ＧＪ／ｈ

３０２億円

有明南 １１１ 
平 成 

７.１０ 

有明クリーンセン

ターから発生する

排熱蒸気及び電力

・都市ガス使用 

商業業務 

施 設 等 
１２施設 

温熱１６７ＧＪ／ｈ

冷熱３０２ＧＪ／ｈ

２９５億円

青海南 １１７ 
平 成 

７.１０ 

電力・都市ガス 

使用 

商業業務 

施 設 等 
１１施設 

温熱１３４ＧＪ／ｈ

冷熱１６２ＧＪ／ｈ

２３４億円 

（注１） １ギガジュール（ＧＪ）：熱量の単位で１０億ジュール、１ジュールは約０．２４カロリー 

（注２） 施設数は平成１６年度末現在の受給事業者数である。 
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  （表２）熱供給販売実績（地区別） 

平成16年度(第15期) 平成15年度(第14期) 増(△)減 増減率(％) 
地区名 

(施設数） 
熱種別 販売熱量 

(ＧＪ) Ａ 

販売金額

(千円) Ｂ

販売熱量

(ＧＪ) Ｃ

販売金額

(千円) Ｄ

熱  量

(A-C) 

金  額 

(B-D) 

熱   量
(A-C)/C
×100 

金  額
(B-D)/D
×100

温 熱 127,848 588,555 122,825 594,539 5,023 △ 5,984  4.1 △ 1.0

冷 熱 376,283 2,031,955 338,792 2,058,884 37,491 △26,929 11.1 △ 1.3
台 場 

(11 施設） 
計 504,131 2,620,510 461,617 2,653,422 42,514 △32,912 9.2 △ 1.2

温 熱 86,683   575,059 81,287 586,360 5,396 △11,301 6.6 △ 1.9

冷 熱 220,375 1,557,995 186,089 1,511,770 34,286 46,225 18.4 3.1
有明南 

(12施設） 
計 307,058 2,133,054 267,376 2,098,130 39,682 34,924 14.8 1.7

温 熱 76,748   379,425 86,749 403,343 △10,001 △23,918 △ 11.5 △ 5.9

冷 熱 130,640   875,764 125,021 920,761 5,619 △44,997 4.5 △ 4.9
青海南 

(11施設） 
計 207,388 1,255,189 211,770 1,324,104 △ 4,382 △68,915 △ 2.1 △ 5.2

温 熱 291,279 1,543,039 290,861 1,584,241 418 △41,202  0.1 △ 2.6

冷 熱 727,298 4,465,714 649,902 4,491,415 77,396 △25,701 11.9 △ 0.6
合  計 

(34施設） 
合 計 1,018,577 6,008,753 940,763 6,075,656 77,814 △66,903 8.3 △ 1.1

 

（２）経 営 成 績 

   ア 損益計算書項目の比較増減分析 

平成１５年度及び平成１６年度の経営成績は、別表１比較損益計算書のとおりである。 

平成１６年度における経営成績は、営業利益８億８，４２９万余円、経常利益５億５，９

８３万余円であり、法人税等を控除した当期純利益は３億４，２９２万余円である。 

この結果、前期繰越利益１８億７７３万余円に当期純利益を加えた当期未処分利益は２１

億５，０６６万余円となっている。 

営業収益は６０億２，５７５万余円であり、前年度（６０億７，５６５万余円）と比較し

て４，９８９万余円（０．８％）減少している。 

   営業費用は、５１億４，１４６万余円であり、前年度（４８億６，５４８万余円）と比較

して２億７，５９８万余円（５．７％）増加している。これは主に、冷水蓄熱槽の補修など

により製造費が２億５，６０４万余円増加したことによるものである。 

   この結果、営業利益は８億８，４２９万余円となり、前年度（１２億１，０１７万余円）

と比較して３億２，５８７万余円（２６．９％）減少している。 

   営業外収益は、２５９万余円であり、前年度（１３６万余円）と比較して１２２万余円  

（８９．５％）増加している。これは主に、受取利息が増加したことによるものである。 

   営業外費用は、３億２，７０５万余円であり、前年度（３億７，１３０万余円）と比較し

て４，４２５万余円（１１．９％）減少している。これは、借入金の返済により支払利息が    

減少したことによるものである。 

   この結果、経常利益５億５，９８３万余円となり、法人税等を控除した当期純利益は、   

３億４，２９２万余円となっている。 
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   イ 経営比率等による経営成績の分析 

     会社の収益性・効率性を示す経営比率は、表３のとおりである。 

○ 営業収益営業利益率は、年々低下しているが、これは平成１３年４月に７．４５％、平

成１５年１０月に７．５６％の料金の値下げを実施したことが大きく影響したためである。 

 

（表３）経営比率  
年  度 

項  目 
平 成 
12 年度 

平 成 
13 年度 

平 成 
14 年度 

平 成 
15 年度 

平 成 
16 年度 

 算  式 

事業利益
経営資本事業利益率（％）  ４．６ ４．６ ４．６ ４．５ ３．５  

経営資本
営業利益

営業収益営業利益率（％） ２４．１ ２２．９ ２１．２ １９．９ １４．７  
営業収益
営業収益

経 営 資 本 回 転 率         （回） ０．１９ ０．２０ ０．２２ ０．２３ ０．２４  
経営資本
総 費 用    

総費用対総収益比率（％） ８４．０ ８４．４ ８５．７ ８６．２ ９０．７  
総 収 益    

インタレスト・カバレッジ（倍） ２．９２  ３．０５  ３．２５  ３．２６  ２．７１    ※ 

  

＊  営業利益＋受取利息・受取配当金 

     支払利息 

 

（３）財 政 状 態 

   ア 貸借対照表項目の比較増減分析 

平成１５年度末及び平成１６年度末の財政状態は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

平成１６年度末における財政状態は、資産合計２６１億１，８１０万余円、負債合計１３

５億６，７４３万余円、資本合計１２５億５，０６６万余円となっている。 

資産合計は、前年度（２７８億４，７７５万余円）と比較して１７億２，９６５万余円（６．

２％）減少している。 

固定資産は、２３０億６，３８８万余円であり、前年度（２３８億４，７００万余円）と

比較して７億８，３１１万余円（３．３％）減少している。これは主に、熱供給設備の減価

償却により固定資産が減少したことによるものである。 

流動資産は、３０億５，４２１万余円であり、前年度（４０億７５万余円）と比較して   

９億４，６５３万余円（２３．７％）減少している。これは主に、現金及び預金が１７億４，

７８９万余円減少したことによるものである。 

これをキャッシュフローで見ると、熱販売等の営業活動により２３億４，８２２万余円の

資金を獲得したものの、設備投資や日本抵当証券株式会社への短期投資等の投資活動に２０

億６，８１１万余円、長期借入金の返済の財務活動に２０億２，８００万円、それぞれ使用

したものである。 

負債合計は、前年度（１５６億４，０１９万余円）と比較して２０億７，２７６万余円（１

３．３％）減少している。 
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固定負債は、１１１億１，９００万円であり、前年度（１３１億４，７００万円）と比較

して２０億２，８００万円（１５．４％）減少している。これは、長期借入金を返済したこ

とによるものである。 

流動負債は、２４億４，８４３万余円であり、前年度（２４億９，３１９万余円）と比較

して４，４７６万余円（１．８％）減少している。これは主に、未払金が１億４，１５３万

余円増加したものの、未払費用が９，３６６万余円、未払法人税等が９，５１９万余円、そ

れぞれ減少したことによるものである。 

資本合計は、前年度（１２２億７５５万余円）と比較して３億４，３１０万余円（２．８％）

増加している。これは、当期純利益が生じたことにより剰余金が増加したことによるもので

ある。 

 

   イ 財務比率等による財政状態の分析 

     有利子負債及び支払利息の状況は、表４のとおりである。 

平成１６年度末における借入金残高は、前年度より２０億２，８００万円減少し、１３１

億４，７００万円となっている。 

会社の安全性を示す財務比率は、表５のとおりである。 

① 流動比率の低下は、借入金の返済などにより現金及び預金が減少したことによるもので

ある。 

② 自己資本比率は、平成１２年度以降、毎年度４ポイント近い比率で改善していることか

ら、財務の健全性は保たれている。 

③ 固定長期適合比率は、前年度より３．３ポイント上昇しているが、１００％以下の水準

であることから、財務の安全性は保たれている。 

 

    (表４）有利子負債及び支払利息の状況                  （単位：千円） 

  平成１６年度     項 目 
年 度 

平成１６年度末
 残高（Ａ） 増 加 減   少 

平成１５年度末 
 残高（Ｂ） 

増(△)減 
(Ａ－Ｂ) 

長期借入金 13,147,000    0 △ 2,028,000 15,175,000 △ 2,028,000

   項 目 
年度 

平成１６年度 
（Ｃ） 

平成１５年度 
（Ｄ） 

増(△)減 
(Ｃ－Ｄ) 

支
払
利
息 長期借入金 327,053 371,309 △    44,255

（注）長期借入金には、１年以内の期日到来の借入金を含む。 
 
（表５） 財務比率表                                                （単位：％）

年  度 
項  目 

平 成 
12 年度 

平 成 
13 年度 

平 成 
14 年度 

平 成 
15 年度 

平 成 
16 年度 

 算  式 

流動資産 
流 動 比 率 ２６８．８  ２６８．９ ２２９．６ １６０．５ １２４．７  

流動負債 
自己資本 

自 己 資 本 比 率 ３２．５  ３６．３ ３９．８ ４３．８ ４８．１  
総 資 本     
固定資産 

固定長期適合比率 ８３．３ ８５．１ ８７．７ ９４．１ ９７．４  
長期資本 
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 （４）経営環境に関する評価及び財務事務に関する内部統制 

    ア 経営環境に関する評価 

事業の経営環境について、経営者にヒアリングを行うとともに、営業活動、財務活動等の  

観点から確認を行った結果、事業の経営環境及び事業運営において、次のとおり、留意すべ

き点が見受けられた。 

（ア）事業の経営環境 

会社の経営成績は、順調に推移してきている。しかし、会社は、熱供給事業法に基づく   

事業許可を受けて臨海副都心地区の地域冷暖房の熱供給事業を実施していることから、 

進出事業者の動向や同地区の今後の開発の進展状況によっては、経営状況に影響を与える

こととなる。 

（イ）事業運営 

事業の性質上、熱販売量は、冷夏などの気候変動の影響を受けやすいものとなっている。

また、進出事業者のビルの入居状況も売上に影響を与えるなど、経営が不安定となる要因

が多い。このような状況の中で、安定した経営を維持していくため、事業費をより一層削

減していくことが重要な課題となっている。 

（ウ）経営計画 

      会社は、経営環境の変化に対応するため、平成１５年１０月に中・長期経営計画を改定

している。経営計画は、最初の５年間（平成１５年度～平成１９年度）の実施計画と、そ

の後の８年間を含む１３年間の長期計画として位置づけられ、収支計画などを明らかにし

たものとなっている。数値目標が明確な収支計画についてみると、平成１６年度末現在で

は、計画目標は達成されている。 

 

イ 財務事務に関する内部統制 

財務事務に関する内部統制の整備及び運用状況について検証したところ、経理事務の処理

に係る基本的な規定としての経理規程は適切に整備されており、経理事務は、以下に述べる

改善すべき事例を除き、経理規程に定められている会計方針に基づき処理されている。 

（ア）職務の分掌 

  経理に関する課の分掌事務は、「組織規程」において定めている。 

会社は、株主である出資企業等からの派遣社員を主体とした小規模な組織であるため 

契約事務を担当する社員は１名となっているおり、伝票起票、納品検査等を契約担当者が

自ら行っている状況である。 

契約の適正性を確保するため、チェック体制の整備を図る必要がある。 

（イ）帳簿組織 

会計書類については、熱供給事業会計規則（昭和４７年通商産業省令第１４４号）に基

づき、また、伝票、証拠書類等については、会社の事案決定規程に基づき作成されており、
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整理保存についても保存期間を設定して、年度別に整理保管されている。 

（ウ）現金及び預金の取扱 

手許現金の残高照合については、経理規程により、預金については毎月末日に照合を行

い、現金については毎日照合することと定めている。預金については規程に沿って行って

いるものの、現金については毎日の照合は行わず月末に残高を照合している。 

現金の取扱いは、安全かつ確実に行わなければならないことから、規程に基づく処理を

行う必要がある。 

（エ）未収金 

未収金管理簿により管理しているが、現在、期間超過している未収金はない。 

   （オ）未払金 

      未払金は、年度末に発生したものであり、すみやかに支払っている。 

（カ）売上及び売掛金の管理（営業収益） 

会社が熱供給している受給事業者は特定されており、売掛金は入金期限日に入金されて

いる。 

（キ）仕入れ及び買掛金の管理（営業費用） 

手許現金で購入する物品等については、購入の意思決定手続きがないものが見受けられ、

社員の判断で購入することも可能な状況であることから、購入先、購入価格その他の購入

条件について、所定の責任者の承認を得るよう処理規程の整備を図る必要がある。 

（ク）その他（契約手続） 

契約手続きについて、契約内容によっては、契約規程によらず予定価格の設定や検査  

手続きを省略しているものが見受けられた。 

      会社は、契約に係る事務処理のあり方を検討し、小規模組織に見合った契約規程に変更

する必要がある。 
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（別表１）比較損益計算書

(　単位：円、％　）

平成１６年度 平成１５年度

（Ａ） （Ｂ） Ｃ＝(A)－(B) （C/B）×100

6,025,759,464 6,075,656,114 △ 49,896,650 △ 0.8

6,025,759,464 6,075,656,114 △ 49,896,650 △ 0.8

温 熱 料 1,543,039,192 1,584,241,392 △ 41,202,200 △ 2.6

冷 熱 料 4,465,713,779 4,491,414,722 △ 25,700,943 △ 0.6

営 業 雑 収 益 17,006,493 0 17,006,493      　 　－

5,141,466,041 4,865,485,437 275,980,604 5.7

5,141,466,041 4,865,485,437 275,980,604 5.7

製 造 費 4,479,946,634 4,223,898,154 256,048,480 6.1

供 給 販 売 費 180,514,002 188,495,196 △ 7,981,194 △ 4.2

一 般 管 理 費 481,005,405 453,092,087 27,913,318 6.2

884,293,423 1,210,170,677 △ 325,877,254 △ 26.9

2,594,676 1,369,253 1,225,423 89.5

受 取 利 息 2,294,388 655,775 1,638,613 249.9

有 価 証 券 利 息 0 213,699 △ 213,699    △ 100

雑 収 入 300,288 499,779 △ 199,491 △ 39.9

327,053,844 371,309,133 △ 44,255,289 △ 11.9

支 払 利 息 327,053,844 371,309,133 △ 44,255,289 △ 11.9

559,834,255 840,230,797 △ 280,396,542 △ 33.4

559,834,255 840,230,797 △ 280,396,542 △ 33.4

215,273,910 357,341,532 △ 142,067,622 △ 39.8

1,631,497 3,648,922 △ 2,017,425 △ 55.3

342,928,848 479,240,343 △ 136,311,495 △ 28.4

1,807,738,698 1,328,498,355 479,240,343 36.1

2,150,667,546 1,807,738,698 342,928,848 19.0

営 業 費 用

経
　
　
　
常
　
　
　
損
　
　
　
益

営
　
　
　
業
　
　
　
損
　
　
　
益

営
　
業
　
外
　
損
　
益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

前 期 繰 越 利 益

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

当 期 未 処 分 利 益

科　　　　　　　目
比　較　増　減

熱 供 給 事 業 営 業 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

営 業 収 益

熱 供 給 事 業 営 業 収 益

税 引 前 当 期 純 利 益
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（別表２）比較貸借対照表

（　単位：円、％　）

　　平成１６年度 平成１５年度

（Ａ） （Ｂ） Ｃ＝(A)－(B) (C/B)×100

23,063,881,994 23,847,000,488 △ 783,118,494 △ 3.3

22,128,546,414 22,906,459,550 △ 777,913,136 △ 3.4

21,876,087,798 22,675,314,726 △ 799,226,928 △ 3.5

33,354,612,205 32,611,999,318 742,612,887 2.3

△ 13,324,395,246 △ 11,845,875,892 △ 1,478,519,354 12.5

1,394,693,155 1,326,853,149 67,840,006 5.1

△ 529,389,442 △ 456,669,691 △ 72,719,751 15.9

1,429,391,989 1,477,297,737 △ 47,905,748 △ 3.2

△ 448,824,863 △ 438,289,895 △ 10,534,968 2.4

252,458,616 231,144,824 21,313,792 9.2

3 3 0 0

252,458,613 231,144,821 21,313,792 9.2

0 70,766,850 △ 70,766,850  　 △ 100

935,335,580 869,774,088 65,561,492 7.5

60,000,000 60,000,000 0 0

220,839,939 257,439,833 △ 36,599,894 △ 14.2

19,388,636 19,635,250 △ 246,614 △ 1.3

635,107,005 532,699,005 102,408,000 19.2

3,054,218,137 4,000,754,959 △ 946,536,822 △ 23.7

1,574,181,546 3,322,072,490 △ 1,747,890,944 △ 52.6

398,218,512 385,523,725 12,694,787 3.3

5,957,630 10,041,439 △ 4,083,809 △ 40.7

14,735,343 15,187,502 △ 452,159 △ 3.0

42,866,148 45,721,795 △ 2,855,647 △ 6.2

0 242,191 △ 242,191  　 △ 100

225,131 471,752 △ 246,621 △ 52.3

1,000,000,000 201,860,000 798,140,000 395.4

161,443 254,518 △ 93,075 △ 36.6

17,872,384 19,379,547 △ 1,507,163 △ 7.8

26,118,100,131 27,847,755,447 △ 1,729,655,316 △ 6.2

（注）借地権計上額３円は、開発者負担金相当額を圧縮記帳した後の金額である。

資 産 合 計

前 払 費 用

立 替 金

繰 延 税 金 資 産

未 収 収 益

仮 払 金

短 期 投 資

売 掛 金

諸 未 収 入 金

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

投 資 等

長 期 投 資

長 期 前 払 費 用

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他 無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

供 給 設 備

減 価 償 却 累 計 額

業 務 設 備

減 価 償 却 累 計 額

熱 供 給 事 業 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

製 造 設 備

減 価 償 却 累 計 額

資　　産　　の　　部

科　　　　目
比　較　増　減

固 定 資 産
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（別表２）比較貸借対照表

（　単位：円、％　）

平成１６年度 平成１５年度

（Ａ） （Ｂ） Ｃ＝(A)－(B) (C/B)×100

11,119,000,000 13,147,000,000 △ 2,028,000,000 △ 15.4

11,119,000,000 13,147,000,000 △ 2,028,000,000 △ 15.4

2,448,432,585 2,493,196,469 △ 44,763,884 △ 1.8

2,028,000,000 2,028,000,000 0 0

80,974,188 95,573,818 △ 14,599,630 △ 15.3

148,697,867 7,166,806 141,531,061 　　　－

90,350,422 184,010,861 △ 93,660,439 △ 50.9

64,731,600 159,923,300 △ 95,191,700 △ 59.5

3,338,600 3,338,600 0 0

30,523,000 10,507,800 20,015,200 190.5

1,816,908 1,478,284 338,624 22.9

0 3,197,000 △ 3,197,000    △100

13,567,432,585 15,640,196,469 △ 2,072,763,884 △ 13.3

平成１６年度 平成１５年度

（Ａ） （Ｂ） Ｃ＝(A)－(B) (C/B)×100

10,400,000,000 10,400,000,000 0 0

10,400,000,000 10,400,000,000 0 0

2,150,667,546 1,807,738,698 342,928,848 19.0

2,150,667,546 1,807,738,698 342,928,848 19.0

342,928,848 479,240,343 △ 136,311,495 △ 28.4

0 △ 179,720 179,720    △100

12,550,667,546 12,207,558,978 343,108,568 2.8

26,118,100,131 27,847,755,447 △ 1,729,655,316 △ 6.2

剰 余 金

負 債 合 計

資 本 金

未 払 消 費 税

資 本 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　資　　本　　の　　部

科　　　　　目
比　較　増　減

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

負　　債　　の　　部

科　　　　　目
比　較　増　減

固 定 負 債

当 期 未 処 分 利 益

株 式 等 評 価 差 額 金

（ う ち 当 期 利 益 ）

長 期 借 入 金

流 動 負 債

買 掛 金

預 り 金

諸 前 受 金

未 払 金

未 払 費 用

1年以内に期日到来の
固 定 負 債

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 所 税
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